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１．はじめに
　筆者はここ数年，脱予算経営（Beyond Budgeting）を研究し，予算を廃止
することなく，脱予算経営モデル（Beyond Budgeting Model: BBM）のエッ
センスを予算管理システムに導入することで，それが有する問題点を克服する
ことができると考え，予測型経営を提唱してきた（清水，2013）。BBM は，
予算管理システムが持つ問題点が許容しがたいものとなっているため，それを
廃止して新たなマネジメント・システムを作り上げるべきであるというアイデ
アに基づいたシンキング・モデルである（Hope and Fraser, 2005）。これに対
して，予測型経営の要点は，BBM における12原則⑴のうち６つを取り出し（正
の行動を導く思想，競争の概念，セルフ・コントロールによる利益管理，相対
的目標によるストレッチな目標設定，計画実行段階における予測活用，負の行
動を防ぐ仕組），これらを用いることで，予算管理システムが有している問題
点を回避することに焦点を当てている。すでに一定の知名度を得ていると思わ
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⑴　Bogsnes（2009）によれば，脱予算経営の特質として６つのプロセスの原則（目標，報酬，計画
策定，コントロール，資源配分，調整）および６つのリーダーシップの原則（顧客，組織，責任，
自律性，バリュー，透明性）について説明されている。
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れる BBM があるにもかかわらず，予測型経営という概念を提案したのは，基
本的に予算を廃止することに対する抵抗が大きすぎたからである。つまり，予
算の問題点があったとしても，それは企業全体の目標を定め，企業のすみずみ
まで伝達してコントロールするものであるため，廃止することによる問題の方
が大きくなりすぎると企業が感じているのである。
　予算を廃止している日本企業の事例として，京セラおよび DISCO があるが
（清水，2013），それ以外の日本企業は予算管理システムを使用し続けている。
たとえば，横田他（2012）では，回答262社のうち，259社（98.9％）が予算管
理システムを使用していると答えている。もし，BBM で主張されているよう
に予算管理システムに許容しがたい欠陥があるとすれば，なぜ日本企業はそれ
を使い続けるのだろうか。予算を使い続ける状況は，日本のみならずアメリカ
やカナダでも同様であり，多くの企業は予算に対して強い不満を持っていない
という報告もなされている（Libby and Lindsay, 2010）。また，吉田他（2012）
では，予算編成の時間的負担以外には，日本企業が予算管理について問題視す
る程度は低いことも明らかにされている。
　さらに，今回の調査では，日本企業の予算管理に関する満足度は，図表１に
示されているように，決して低くない。東証一部上場企業では，さまざまな工
夫により，使用できるレベルを維持している一方で，マザーズ上場企業では，
十分に満足していないけれども，代替ツールがないため使用しているという状
況を表している。言い換えれば，一部上場企業では予算管理システムは積極的
に容認され，マザーズ上場企業では消極的に容認されているといえる。
図表１　日本企業の予算管理システムに対する満足度
一部 マザーズ
①十分に満足している 8 4.2％ 0 0.0％
② 十分に満足してはいないが，さまざま工夫をしてお
り，使用できるレベルである
113 59.5％ 7 41.2％
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③ 十分に満足してはいないが，代替するツールがないた
め継続して使用している
50 26.3％ 8 47.1％
④ 現在，改革中であり，満足するレベルを達成できるよ
う調整中である
20 10.5％ 2 11.8％
190 17
　一見すると相矛盾する状況のどちらが正しいのか。日本のみならず世界中で
完全な BBM を導入する企業はきわめて少ない。さらに，BBM を提唱してい
る団体である Beyond Budgeting Institute は，予算管理の廃止に焦点を当てる
ことから後退しているように思える⑵。
　この問いに対する筆者の答えは，日本企業は予算管理システムにかかわる問
題点を何らかの形で克服しているのではないか，ということである。しかし，
これまでの研究では，どのようにそれらが克服されているのかについて焦点を
当てたものは少なかった。そこで，この点を明らかにするために，上述の予測
型経営の特徴６点のうち，具体的ツールを活用する３点，すなわち相対的目標
によるストレッチな目標設定，計画実行段階における予測活用，負の行動を防
ぐ仕組としての賞与のシステムに関して日本企業に対する調査を行った。以下
はその結果について詳細に示したものである。
２．調査概要
　調査は2015年２月から３月にかけて実施された。調査対象は，2015年１月段
階で日経 NEEDS に登録のあった東京証券取引所一部（1,863社）およびマザー
ズ（187社）に上場している企業であり，合計は2,050社に上っている。
　回答企業は，東証一部上場企業が192社，マザーズ上場企業が17社であり，
回答率はそれぞれ10.3％，9.1％，全体では209社，10.2％となっている。
─────────────────
⑵　BBI の主要メンバーである Bogsnes 氏および Olsen 氏などとの懇談の中で，彼らは「予算の廃
止を強調しすぎたかもしれない」と述べている。
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図表２　回答企業の業種一覧
一部 マザーズ 一部 マザーズ
食品 7 建設 15
繊維 2 商社 13
パルプ・紙 2 小売 18 3
化学 17 銀行 4
医薬品 4 1 証券 1
石油 2 保険 0 1
ゴム 1 その他金融 6
窯業 2 不動産 6
鉄鋼 5 鉄道・バス 1
非鉄金属・金属 7 陸運 1
機械 13 空運 2
電気機器 25 倉庫 2
造船 1 通信 2
自動車・自動車部品 5 ガス 1
精密機械 6 サービス 19 11
その他製造業 2 1 非製造業計 91 15
製造業計 101 2 合計 192 17
　回答企業の業種一覧は図表２の通りであった。なお，マザーズ上場企業につ
いては，回答数が少なく，さらに非製造業（とくにサービス業）に回答企業が
偏っているため，このカテゴリーの企業における予算管理システムの特性を十
分に示しているとはいえない点に注意が必要である。
３．予算管理に関する現状
　企業が財務的な計画なしに経営を行うことは事実上不可能である。脱予算経
営の事例においても，予算管理システムがなくても何らかの財務計画が存在す
ることが暗示されている。そこで，第一に，その名称が予算であろうとなかろ
うと，財務的な計画を有しているかどうかを確認するための質問を行った。そ
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の結果，ほとんどの企業が名称はどうあれ，財務的な計画・調整・統制システ
ムを有していることが明らかになった。ただし，まったくこのようなシステム
を有していないと回答した企業も一部上場企業に２社あった。筆者の経験で
も，予算管理機能を持たない企業があることはわかっていたが⑶，こうした企
業がどのような経営管理を行っているのかについては，さらに調査を進める必
要がある。
図表３　予算機能の有無
一部 マザーズ
①予算管理を実施している 173 90.1％ 12 75.0％
② 予算管理という名称は使用していないが，財務的な計
画（財務目標の設定／資源配分）・調整・統制（財務
目標と実績の比較／評価）システムを有している
17 8.9％ 4 25.0％
③ 予算管理システムは有していない。代替する財務的な
計画（財務目標の設定／資源配分）・調整・統制（財
務目標と実績の比較／評価）システムも有していない
2 1.0％ 0 0％
合計 192 16
４．予算管理の問題点
　この質問は，『脱予算経営』の論者だけでなく，さまざまな研究者から指摘
されている予算の問題点について，日本企業がどのように感じているかを確認
するためのものである。先述のような内外の調査では，企業はさほど予算管理
システムに対して問題を感じていないという結果が出ていることに対する比較
することを意味している。
　本調査の結果も，ほぼ先行研究と一致しており，問題があると思われるもの
（３点より大きくなれば問題視される傾向が強くなる）は，一部上場企業にお
─────────────────
⑶　たとえば，DISCO 社は2013年に予算編成を廃止している（清水，2013）。それ以前は東証の予測
開示ルールに従って，予測情報の開示作成のために予算を編成していたが，編成後コントロールを
かけることがなかったために，予算編成そのものを廃止した。
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ける①（予算は手続が煩雑で多額のコストがかかっている）の3.469と，同じ
く一部上場企業における⑤（事業部や部門で行われている予測は，常に年度末
を見ており，近視眼的になる傾向が強い）の3.151のみであった。
　こうした状況は，日本企業が予算管理に問題を感じていないことを意味して
いるのか。筆者はそうではないと考えている。前述のように問題を感じていた
ため，それに対してさまざまな工夫をしているために問題が軽減されたのでは
ないかと解釈している。以下の質問に対する回答で，この点について検証する
ことを試みる。
図表４　予算の問題点
（５大変よくあてはまる，４あてはまる，３どちらともいえない，２あてはまらない，
１まったくあてはまらない）
一部 マザーズ
① 予算は手続が煩雑で多額のコストがか
かっている
5 28 14.6％ 0 0.0％
4 81 42.2％ 4 23.5％
3 41 21.4％ 8 47.1％
2 37 19.3％ 5 29.4％
1 5 2.6％ 0 0.0％
平均 3.469 2.941
SD 1.040 0.725
② 費用予算については，それが上限であ
ると考えられていて，予算とは関係な
く最低限の費用しか使わないようにし
ようとする意識は乏しい
5 6 3.1％ 2 11.8％
4 37 19.4％ 4 23.5％
3 60 31.4％ 2 11.8％
2 74 38.7％ 8 47.1％
1 14 7.3％ 1 5.9％
平均 2.723 2.882
SD 0.958 1.182
③ 経営環境の変化が激しく，予算はこれ
に対応することができない
5 4 2.1％ 1 5.9％
4 36 18.8％ 2 11.8％
3 65 33.9％ 10 58.8％
2 80 41.7％ 4 23.5％
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1 7 3.6％ 0 0.0％
平均 2.740 3.000
SD 0.875 0.767
④ 予算目標設定をする際，ミドル・マネ
ジャーが自らの目標達成を容易にしよ
うとして交渉や駆け引きが激しくなっ
ており，その結果目標値は低くなりが
ちである
5 4 2.1％ 1 5.9％
4 41 21.4％ 5 29.4％
3 53 27.6％ 4 23.5％
2 78 40.6％ 6 35.3％
1 16 8.3％ 1 5.9％
平均 2.682 2.941
SD 0.967 1.056
⑤ 事業部や部門で行われている予測は，
常に年度末を見ており，近視眼的にな
る傾向が強い
5 4 2.1％ 3 17.6％
4 82 42.7％ 7 41.2％
3 50 26.0％ 4 23.5％
2 51 26.6％ 3 17.6％
1 5 2.6％ 0 0％
平均 3.151 2.400
SD 0.926 0.974
　なお，一部上場企業とマザーズ上場企業との間の差の大きかった①と⑤の原
因は，次のように考えることができる。まず，①については規模が関係してい
ると思われる。企業規模が大きくなれば，予算編成の手続が煩雑になる。⑤に
ついてはマザーズ上場企業の方が長期志向であると推測できる。当期の業績だ
けではなく，少し先を見た中期的な成功を目指していることがその主たる原因
であろう。
５．予算編成の期間
　この質問は，予算編成期間が長期にわたるために，それがコストを生んだり，
予測の前提の変化により予算そのものの有用性を失わせるという主張を確認す
るためのものである。最頻値は一部上場企業で３か月程度，マザーズ上場企業
では少し短くて２か月程度という結果となった。全体として，マザーズ上場企
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業の方が予算編成にかける時間は短く，図表４の①の結果と整合している。
図表５　予算編成期間
一部 マザーズ
１週間未満 1 0.5％ 0 0.0％
１週間から２週間程度 3 1.6％ 1 6.3％
１か月程度 21 11.1％ 3 18.8％
1.5か月程度 25 13.2％ 3 18.8％
２か月程度 47 24.9％ 5 31.3％
３か月程度 57 30.2％ 4 25.0％
３か月超 35 18.5％ 0 0.0％
合計 189 16
６．予測の容易性
　この質問⑷も先行研究（Libby and Lindsey, 2010）に基づき，予算編成時の
予測の容易性を確認するためのものである。予測が容易であればあるほど，編
成される予算の信憑性は高くなる。反対に，予測が容易でないものに対する目
標設定はきわめて困難になる。回答は３点より大きくなるほど予測は容易であ
り，小さくなるほど困難であることを示している。
　結果は，①競合他社の動向，②売上高，④顧客の嗜好や動向，⑤新製品に影
響を与える技術革新，⑥原材料価格の変化で，一部上場企業およびマザーズ上
場企業ともに３を下回り，多かれ少なかれ予測が困難であることが明らかに
なった。ここで，興味深いのは，売上高を除いたすべての項目で，マザーズ上
場企業で値が高くなっている（つまり，予測がより困難でない）ことである。
その理由としては，比較的ターゲッティングがはっきりした市場に向けて限定
された製品・サービスを提供しており，そのため市場参加者の行動が読みやす
─────────────────
⑷　Libby and Lindsey（2010, p.70）の質問項目を翻訳して利用した。
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いことが考えられる。
　費用に関しては，さほど予測が難しくないことを示している。これは，収益
の予測が決定すれば，その収益を獲得するために行わなければならない行動が
明らかとなるため，それに要する費用の予測は困難ではないことに起因してい
ると思われる。このことは，１部上場企業における費用予測に関して，標準偏
差が0.478と著しく小さいことにも表れていて，一部上場企業が，その経験の
中で費用予測をするスキルが向上していることを示唆している。
図表６　予測の容易性
（５きわめて容易である，４容易である，３どちらともいえない，２困難である，１き
わめて困難である）
①競合他社の動向 5 0 0.0％ 1 5.9％
4 20 10.5％ 2 11.8％
3 91 47.6％ 6 35.3％
2 67 35.1％ 8 47.1％
1 13 6.8％ 0 0.0％
平均 2.618 2.765
SD 0.763 0.876
②売上高 5 0 0.0％ 0 0.0％
4 37 19.4％ 5 29.4％
3 102 53.4％ 5 29.4％
2 47 24.6％ 6 35.3％
1 5 2.6％ 1 5.9％
平均 2.895 2.824
SD 0.923 0.748
③費用 5 2 1.0％ 0 0.0％
4 83 43.5％ 11 64.7％
3 73 38.2％ 6 35.3％
2 29 15.2％ 0 0.0％
1 4 2.1％ 0 0.0％
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平均 3.262 3.647
SD 0.478 0.788
④顧客の嗜好や動向 5 0 0.0％ 1 5.9％
4 25 13.2％ 4 23.5％
3 88 46.3％ 9 52.9％
2 68 35.8％ 3 17.6％
1 9 4.7％ 0 0.0％
平均 2.679 2.941
SD 0.785 0.733
⑤新製品に影響を与える技術革新 5 1 0.5％ 0 0.0％
4 18 9.6％ 3 17.6％
3 93 49.5％ 10 58.8％
2 962 33.0％ 1 5.9％
1 14 7.4％ 3 17.6％
平均 2.628 2.765
SD 0.941 0.794
⑥原材料価格の変化 5 0 0.0％ 1 6.3％
4 16 8.4％ 2 12.5％
3 77 40.5％ 8 50.0％
2 81 42.6％ 5 31.3％
1 15 7.9％ 0 0.0％
平均 2.484 2.938
SD 0.827 0.971
７．売上高（収益）予測の頻度と期間
　図表６において，予算編成時における売上高の予測は容易なものではないこ
とが明らかになった。こうした状況の中でマネジメントを有効に保つには，売
上高に関する予測を繰り返して行い（Hope and Fraser, 2005; Bogsnes, 
2009），それによって，予算や目標との差を認識し，しかるべき手をうたなけ
ればならない。
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　この質問については，多くの選択肢を用意したが，その中に分類しきれない
回答も数多くあった。また，多くの企業が３つ以上の方法を選択している。こ
のことは，さまざまな観点かつさまざまな期間で売上高を予測していることを
意味する。
　その中で顕著な回答は，一部上場企業の⑪「上半期終了時点あるいは下半期
開始時点で，年度末の売上高予測を行っている」と，②「毎月，月初あるいは
月中にその月末の売上高予測を行っている」である。⑪は，半期に一度，年度
末の予測を行うもので，半数以上の企業が実施している。半年に一度，予算の
見直しをするためにこうした予測を行っているという実務は，かねてからしば
しば論じられていたが，実際に多くの企業で行われていることが確認できた。
　他方，②は毎月，月末の売上高予測を行うというものである。これは，予算
の見直しをするというよりも，予算と予測のギャップを測定して，いかに予算
を達成するためのアクションを追加するか，という点に重点が置かれていると
考えられる。当月の予算を達成するためには，こうした予測が不可欠である。
　なお，「脱予算経営」では，ローリング予測が重要なツールとして示されて
いる。ローリング予測は，１か月単位で向こう12か月あるいは四半期単位で向
こう４四半期あるいは５四半期先までの予測を「継続的に」行うものである。
ローリング予測の原則は，年度をまたいで常に一定先までの予測を行うことに
ある。当年度の数値を達成することはもちろん最優先事項であるが，目線を少
し先において起こりうる変化に対応するための習慣を身に着けるためにも，こ
うしたやり方が必要であることは間違いない。今回の質問項目では，⑦と⑨が
これに該当しているが，回答企業は少なく，年度末に向けた予測を行っている
企業がほとんどであった。
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図表７　売上高予測の方法
一部 マザーズ
①期中において売上高予測は行っていない 7 3.7％ 0 0.0％
② 毎月，月初あるいは月中にその月末の売上高予測を
行っている
77 40.3％ 4 23.5％
③ 毎月，当月・次月末の2か月分の売上高予測を行って
いる
36 18.8％ 3 17.6％
④毎月，向こう3か月間の売上高予測を行っている 46 24.1％ 1 5.9％
⑤毎月，直近の四半期末の売上高予測を行っている 43 22.5％ 4 23.5％
⑥ 毎四半期初めに，その四半期の売上高予測を行ってい
る
33 17.3％ 0 0.0％
⑦ 毎四半期初めに，当該四半期と翌四半期の売上高予測
を行っている。年度をまたがって行うこともある
11 5.8％ 0 0.0％
⑧ 毎四半期初めに，当該四半期と翌四半期の売上高予測
を行っている。年度をまたがって行うことはない
25 13.1％ 4 23.5％
⑨ 毎四半期初めに，向こう4四半期の売上高予測を行っ
ている。年度をまたがって行うこともある
4 2.1％ 1 5.9％
⑩ 毎四半期初めに，向こう4四半期の売上高予測を行っ
ている。年度をまたがって行うことはない
35 18.3％ 1 5.9％
⑪ 上半期終了時点あるいは下半期開始時点で，年度末の
売上高予測を行っている
97 50.8％ 6 35.3％
⑫その他 47 24.6％ 0 0.0％
合計 191 16
複数回答有
　⑫その他には，多くの記述回答があった。それらのうち，いくつかのカテゴ
リーにまとめたものを列挙しておく。また，これらには含めていないが，非常
に特徴的なローリング予測を行っている企業も少ないが存在する。基本的に
は，年度末の予測を行うことが原則であるものの，その先を見ている企業も存
在していることは明らかである。
・週次で当月末／四半期末／通期予測
・週次で当月末予測
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・月次で年度末の売上高予測（同様回答８社）
・月次で事業年度の月次ごとの売上高予測（同様回答８社）
・月次で年度内の各四半期末の売上高予測（同様回答３社）
・月次で第２四半期と通年の売上高予測
・月次で向こう６か月の毎月末の売上高予測（同様回答４社）
・月次で向こう12か月の毎月末の売上高予測
・第３四半期以降，毎月年度末の売上高予測
・当該四半期と翌四半期の売上高（利益）予測
・四半期ごとに年度末の売上高予測（同様回答６社）
　それでは，予測の信頼性についてはどうか。一般的には予測の時間が長くな
ればなるほど，予測の信頼性は低くなるといわれている。調査結果もまったく
それを支持するものとなった。１か月以内の予測は十分に信頼できるかという
質問に対して，１部上場企業は4.058，マザーズ上場企業も4.235という値をつ
けており信頼性は高い。これが，四半期，半期，年度内と期間が長くなるにし
たがって信頼性は低くなっていく。
　このように予測の期間が長くなるにつれて信頼性が低くなることをどのよう
にとらえていけばよいのか。長期間の予測は無駄だからやらなくてもよい，と
いう考え方もあるだろう。しかし，信頼性に欠けたとしても，将来がどうなる
かに関する大づかみな状況を予測し，目指すべきものとのギャップを埋めてい
くための活動は不可欠である。細かい数値にまで予測を落とし込むことができ
なかったとしても，何が起こりそうなのかという情報を組織が共有しておくこ
とが重要なのである。
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図表８　売上高予測の期間別信頼性
（５その通りである，４どちらかといえばその通りである，３どちらともいえない，２
どちらかといえば異なる，１まったく異なる）
一部 マザーズ
①1か月以内の予測は十分に信頼できる 5 52 27.4％ 8 47.1％
4 106 55.8％ 6 35.3％
3 23 12.1％ 2 11.8％
2 9 4.7％ 1 5.9％
1 0 0.0％ 0 0.0％
平均 4.058 4.235
SD 0.876 0.774
②四半期以内の予測は十分に信頼できる 5 9 4.7％ 0 0.0％
4 89 46.4％ 6 35.3％
3 70 36.5％ 9 52.9％
2 24 12.5％ 1 5.9％
1 0 0.0％ 1 5.9％
平均 3.432 3.176
SD 0.785 0.772
③半期以内の予測は十分に信頼できる 5 3 1.6％ 0 0.0％
4 37 19.4％ 1 5.9％
3 92 48.2％ 11 64.7％
2 55 28.8％ 4 23.5％
1 4 2.1％ 1 5.9％
平均 2.895 2.706
SD 0.666 0.778
④年度内の予測は十分に信頼できる 5 1 0.5％ 0 0.0％
4 25 13.1％ 1 5.9％
3 77 40.3％ 8 47.1％
2 76 39.8％ 5 29.4％
1 12 6.3％ 3 17.6％
平均 2.618 2.412
SD 0.844 0.813
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８． 売上高（収益）目標よりも，売上高（収益）予測の方が
低い場合の行動
　次に，売上高（収益）予測をし，予測が予算目標と異なる場合にどのような
行動が取られるかについて確認した。まず，売上高目標よりも売上高予測が低
い場合の結果が，図表９および図表10に示されている。売上高目標は通常スト
レッチなものとして設定されているため，予算目標よりも予測の方が低い状況
が生じるのが普通であろう。このような状況の下で，売上高目標と費用目標に
ついて修正するかどうかを聞いた。
　売上高目標については，たとえ予測が低くなっていても修正することがな
く，そのまま目標を維持して，何とかそれを達成させようとするというのが公
式な考え方である。ヒアリング結果に基づけば，予測が低くなることで目標を
修正すると，誰も真面目に目標達成の努力をしなくなるなどという理由で，目
標値は据え置く企業が多い。
　これに対して，目標を下方修正するとした企業も相当数あった。クロス集計
によれば①よほどのことがない限り修正しないと回答し，かつ修正することは
あると考えている企業が一部上場企業で21社，マザーズ上場企業で１社あっ
た。また，基本的に下方修正もあると考えている企業も50％前後に上っていて，
売上高（収益）予算はかなり柔軟になっている。
　なお，公式には目標の下方修正はしなくても，実際には「着地点」などと称
して実質的に下方修正された目標が多くの企業で使用されている。このような
場合には，公式の目標値と実質的目標値である着地点の２つが存在しているこ
とになるが，着地点が必達目標で，さらに少しでもそれに上積みをして公式の
目標値へ近づけるというのが，これら２つの目標値の一般的な使われ方であろ
う。
　費用予算に関しては，売上高（収益）予測が思わしくない時には減額される
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ケースが多く，当然と言えば当然であるが，目標利益を獲得するために，売上
高目標の達成が厳しい場合には，利益獲得のために費用を削減するという考え
方が浸透していると思われる。このことは，脱予算経営が示す，費用予算は何
としても使用する，という問題点（図表４②）が事実上回避されていることを
示している。
図表９　売上高の下方修正
一部 マザーズ
① 当初売上高目標を達成できるよう努力させる。売上高
目標はよほどのことがない限り下方修正しない
100 52.6％ 8 50.0％
② 当初売上高目標を下方修正する。下方修正の検討は毎
月末行われる
23 12.1％ 2 12.5％
③ 当初売上高目標を下方修正する。下方修正の検討は四
半期に一度行われる
51 26.8％ 4 25.0％
④ 当初売上高目標を下方修正する。下方修正の検討は半
期に一度行われる
39 20.5％ 3 18.8％
190 16
複数回答有
図表10　費用の下方修正
一部 マザーズ
① 売上高予測が売上高目標を下回っていても，許容（予
算）費用額について修正されることはない
61 33.0％ 4 23.5％
② 売上高予測が売上高目標を下回った場合，許容（予算）
費用額も減額される。減額の検討は毎月行われる
44 23.8％ 4 23.5％
③ 売上高予測が売上高目標を下回った場合，許容（予算）
費用額も減額される。減額の検討は四半期に一度行わ
れる
48 25.9％ 3 17.6％
④ 売上高予測が売上高目標を下回った場合，許容（予算）
費用額も減額される。減額の検討は半期に一度行われ
る
47 25.4％ 5 29.4％
185 17
複数回答有
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９． 売上高（収益）目標よりも，売上高（収益）予測の方が
高い場合の行動
　反対に売上高（収益）予測が目標を上回った場合の状況が図表11および図表
12に示されている。売上高（収益）目標は上方修正しないと回答している企業
が一部上場企業およびマザーズ上場企業の両方でもっとも多くなったが，売上
高（収益）予測が目標を下回った時に目標は下方修正しないと回答した企業よ
りも少し割合は小さくなっている。
　費用については，たとえ売上高（収益）予測が目標を上回っていても，原則
として追加は認められないとする企業が一部上場企業では半数を超えており，
売上高（収益）予測が目標を下回った場合と好対照になった。しかし，予測が
目標を下回っている場合と同様，上方修正の検討は過半数の企業で実施されて
いる。
図表11　売上高の上方修正
一部 マザーズ
①売上高目標はよほどのことがない限り上方修正しない 87 46.0％ 6 40.0％
② 当初売上高目標を上方修正する。上方修正の検討は毎
月末行われる
26 13.8％ 2 13.3％
③ 当初売上高目標を上方修正する。上方修正の検討は四
半期に一度行われる
54 28.6％ 4 26.7％
④ 当初売上高目標を上下方修正する。上方修正の検討は
半期に一度行われる
38 20.1％ 3 20.0％
189 15
複数回答有
図表12　費用の上方修正
一部 マザーズ
① 売上高予測が売上高目標を上回っていても，許容（予
算）費用額について修正されることはない
100 54.1％ 6 37.5％
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② 売上高予測が売上高目標を上回った場合，許容（予算）
費用額も増額されることがある。増額の検討は毎月行
われる
29 15.7％ 2 12.5％
③ 売上高予測が売上高目標を上回った場合，許容（予算）
費用額も増額されることがある。増額の検討は四半期
に一度行われる
30 16.2％ 3 18.8％
④ 売上高予測が売上高目標を上回った場合，許容（予算）
費用額も増額されることがある。増額の検討は半期に
一度行われる
33 17.8％ 4 25.0％
185 17
複数回答有
10．事業部・部門の目標設定方法
　事業部や部門（前提としてはプロフット・センター）における目標は，利益
額・利益率なのか，それともそれを分解した売上高や費用について個別に設定
されるのかという趣旨の質問を行った。プロフィット・センターは利益責任を
負っている。したがって，担当マネジャーは，理論的には利益額あるいは利益
率に責任を負うため，売上高や費用については自由裁量があるはずである。し
かし，実際にはどのように売上高を獲得し，どのように費用を支出するのかに
ついては一連の合理的根拠が必要であるため，それを本社が確認しながら事業
部や部門に管理活動を行わせるという形が必要になる場合もあるだろう。
　結果は，利益額や利益率のみに焦点を当てて権限を委譲しているケースは①
と②あわせて一部上場企業で27.0％，マザーズ上場企業21.4％となっている。
そして７割を超える企業では，利益目標を達成するための売上高目標および許
容費用それぞれについて，事業部・部門に明確にコミットさせることが明らか
になっている。利益目標を決定した後は，事業部や部門にすべてを任せる企業
は少なく，常に収益および費用の両面からのコントロールを志向していること
がわかる。
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図表13　事業部・部門の目標設定方法
一部 マザーズ
① 事業部・部門については，利益目標（利益額・利益率）
を設定してコミットさせており，本社が売上高目標や
許容費用について確認することはない
3 1.6％ 0 0.0％
② 事業部・部門については，利益目標（利益額・利益率）
を設定してコミットさせており，本社は売上高目標や
許容費用について報告はさせているが，介入すること
はない
47 25.4％ 3 21.4％
③ 事業部・部門については，利益目標（利益額・利益率）
を設定してコミットさせるのみならず，売上高目標や
許容費用についてもコミットさせている
135 73.0％ 11 78.6％
185 14
11．事業部・部門の目標値をストレッチなものとするための工夫
　予算の問題点のひとつとして，目標が達成しやすい値に設定されがちである
ということが指摘されている（図表４④）。多くの企業がこの点を克服するか
について取り組んでいる。伝統的には，こうした問題の克服のためには，本社
と事業部・部門が話し合いを通じて全社的に求められる高い目標を設定してい
くとされてきたが，調査結果もまったくその通りの結果を示しており，図表14
②に明らかにされている。
　これに対して，いくつか興味深い結果も現れている。たとえば，③目標一覧
を開示して，事業部や部門相互で目標を競わせるとした企業が一部上場・マ
ザーズ上場企業ともに２割ほどあった。これは，社会コントロール⑸とも呼ば
れており，様々な情報を開示して組織構成員全員の目でコントロールをかけて
いくというものである。リーグテーブルと呼ばれる順位の一覧表を作成してい
る企業もある。日本においては，欧米の成果報酬とは異なり，この順位表の順
─────────────────
⑸　社会コントロールは，「社会関係を重視し，それによって経営目的の実現を図るようなマネジメ
ントコントロールのアプローチ」（澤邉・飛田，2009，p.55）である。
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位は報酬と強く結びついていないことが一般的である。それでも，順位表が出
て，下位に安閑としていられるマネジャーは少なく，順位表における順位を上
げようとする方向に働くと報告されている（Hope and Fraser, 2005）。わが国
においては，京セラの時間当たり採算の開示がこれにあたる（清水，2013，
p.171）。
　また，目標設定そのものについて評価する企業もある。④目標のストレッチ
さを評価する企業が東証一部企業で14.8％，マザーズ上場企業で20.0％あった。
何をもってストレッチとするかという判断は難しいところだが，単に目標を達
成したというだけではなく，どれほど難しい目標に挑戦したのかをも評価する
という点が示されている。
　さらに，組織文化の重要性に着目している企業も少なからず存在している。
それは，⑥常にベストを尽くすような社内教育をしたり組織文化の醸成を目指
している企業が２割ほどあることに示されている。これらの点は，予算管理と
いうツールを用いて，従業員を適切に動かしていくための背景となるものであ
り，近年のマネジメント・コントロール論の中では重視されつつある部分でも
ある。
図表14　事業部・部門目標を高める工夫（複数回答有）
一部 マザーズ
①本社がストレッチな数値を指示する 57 30.2％ 2 13.3％
② 本社との話し合いで，会社が求める目標とするよう調
整する
132 69.8％ 8 53.3％
③ 事業部の目標一覧を全事業部に開示しており，事業
部・部門間で競争させる
36 19.0％ 3 20.0％
④ 目標達成度合いだけではなく，目標のストレッチさも
業績評価に反映させている
28 14.8％ 3 20.0％
⑤ 常に前年度を上回る目標値を設定するよう指示している 38 20.1％ 3 20.0％
⑥ 常にベストを尽くすような社内教育をしているし，そ
のような組織文化を有している
33 17.5％ 3 20.0％
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⑦その他 4 2.1％ 0 0.0％
189 15
複数回答有
12．プロフィット・センターの業績評価項目
　プロフィット・センターの業績評価項目として使用されているものを質問し
た結果が図表15に示されている。一部上場企業では，利益目標達成度が一番多
かったのに対し，マザーズ上場企業では売上目標達成度の割合の方が多くなっ
ている。成長段階にある企業の多いマザーズ市場の特徴が表れている。売上目
標の達成度を特に重視するのは日本企業の特徴でもある。高度成長の時代を通
じて，量的な拡大をすることが利益を増大することに直結したことは間違いな
い。しかし，バブルの崩壊を経て量的な拡大が終焉を告げてもなお，量的な拡
大を追う傾向がある。マザーズ上場企業のように，成長余地の大きな企業はと
もかく，成熟産業においてこうした量的拡大を追求することは危険な場合さえ
あろう。その意味では，利益ベースの目標を重視している傾向の強い一部上場
企業のあり方は正しいと考えられる。とはいえ，今回の調査では「利益額・利
益率」というくくりにしたため，具体的にどのような目標を重視しているかは
明らかになっていない。各種の調査によれば，日本企業が重視しているのは利
益額であり，少しずつ利益率も増加していることがわかっている。この点につ
いては，たとえばROEの使用状況が望ましいレベルにはないことなどと相まっ
て，海外の投資家などから批判されている点である。事業部長などのミドル・
マネジャーに対しても，投資効率の意識を醸成させるためにも，ROI や ROE
の利用を組織内に浸透させるべきであろう。
　なお，結果の尺度のみならず，行動の尺度であるアクション・プランの適切
性や行動評価についても一定の利用が見られている。これは事業部や部門レベ
ルではきわめて必要な点である。ROI や ROE の意識は重要である。とはいえ，
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事業部においては，資本コストや投資額が管理不能であるケースが多く，結果
的に ROE を増加させるための方策は，売上高の増大，費用の削減，在庫回転
率の向上，売上債権回転率の向上など，通常の業務に落とし込まれることにな
る。こうした取り組み（とくに売上高の増大や費用の削減）については，具体
的なアクション・プランを持たなければならず，適切なプランを立案できたか
どうか，それを正しく実行できたかどうかなどといった点を評価することがき
わめて重要になってくるのである。
図表15　プロフィット・センターの業績評価項目（複数回答有）
一部 マザーズ
①利益（額・率）目標達成度 154 84.2％ 11 68.8％
②売上目標達成度 123 67.2％ 14 87.5％
③費用目標達成度 44 24.0％ 1 6.3％
④目標値のストレッチさ 19 10.4％ 1 6.3％
⑤目標達成のために設定したアクション・プランの適切性 56 30.6％ 4 25.0％
⑥財務成果以外の行動評価 65 35.5％ 6 37.5％
183 16
複数回答有
13．プロフィット・センター・マネジャーの業績評価項目
　12は，プロフィット・センターそのものの業績評価項目の調査結果であった
が，ここではプロフィット・センターのマネジャーの業績評価項目について，
その重視度を聞いている。４点を超えたのは，一部上場企業では利益（率・額）
目標の達成度のみ，マザーズでは利益（率・額）目標の達成度と売上目標達成
度であった。新興企業では，規模の拡大を相当重視しており，それがこのよう
な結果となったことが推定される。
　それ以外では，アクション・プランの適切性について，一部上場企業でもマ
ザーズ上場企業でも3.4台という比較的高い値を出していて，結果のみならず，
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プロセスについても業績評価の対象になっていることがわかる。
図表16　プロフィット・センターのマネジャーの業績評価項目
（５きわめて重視される，４重視される，３どちらともいえない，２あまり重視されない，
１まったく重視されない）
一部 マザーズ
①利益（率・額）目標達成度 5 98 53.0％ 6 42.9％
4 68 36.8％ 6 42.9％
3 16 8.6％ 1 7.1％
2 2 1.1％ 0 0.0％
1 1 0.5％ 1 7.1％
平均 4.405 4.143
SD 1.059 0.767
②売上目標達成度 5 50 27.0％ 6 40.0％
4 85 45.9％ 9 60.0％
3 34 18.4％ 0 0.0％
2 13 7.0％ 0 0.0％
1 3 1.3％ 0 0.0％
平均 3.897 4.400
SD 0.490 0.917
③費用目標達成度 5 14 7.7％ 0 0.0％
4 58 31.7％ 3 25.0％
3 72 39.3％ 6 50.0％
2 28 15.3％ 2 16.7％
1 11 6.0％ 1 8.3％
平均 3.197 2.917
SD 0.862 0.984
④目標値のストレッチさ 5 4 2.2％ 0 0.0％
4 49 27.2％ 3 23.1％
3 85 47.2％ 7 53.8％
2 34 18.9％ 2 15.4％
1 8 4.4％ 1 7.7％
平均 3.039 2.923
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SD 0.828 0.851
⑤目標達成のために設定・実行したアク
ション・プランの適切性
5 12 6.6％ 0 0.0％
4 92 50.8％ 8 53.3％
3 54 29.8％ 6 40.0％
2 14 7.7％ 0 0.0％
1 9 5.0％ 1 6.7％
平均 3.464 3.400
SD 0.800 0.905
⑥ 財務成果以外の行動評価（たとえば，
バランスト・スコアカードを用いて多
面的業績評価を行っている場合なども
含まれる）
5 9 2.8％ 0 0.0％
4 67 10.2％ 5 35.7％
3 78 44.1％ 7 50.0％
2 18 10.2％ 1 7.1％
1 5 2.8％ 1 7.1％
平均 3.322 3.143
SD 0.833 0.834
14． プロフィット・センター・マネジャーの賞与と
予算達成度との関係
　この質問は，プロフィット・センターのマネジャーの賞与が予算達成度とど
の程度結びついているかに関するものである。成果報酬のメリット・デメリッ
トは多く議論されているところだが，一般的に，わが国ではボーナスを個人の
業績と結びつけることは少なく，会社全体の業績がボーナスの額を決定する最
大の要因であるといわれている。
　また，予算目標を低く抑えようとする（図表４④）原因のひとつとして，成
果連動型の報酬が，脱予算経営の論者を中心に指摘されている（Hope and 
Fraser, 2005; Bogsnes, 2009）。Bogsnes（2009）は，これを回避するために必
要なのは，賞与水準は全社的利益のみに依存すべきであるとして，ホリス
ティック・アプローチを採用すべきであることを主張している。
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　調査結果は，会社全体の財務目標達成度とプロフィット・センターの財務目
標達成度によって賞与が決定されるという回答が，一部上場企業，マザーズ上
場企業とも最頻値となった。しかし，マザーズ上場企業では，会社全体の目標
達成度がボーナスを決定する要因であるとする企業が31.3％ある。成長過程に
ある企業は，企業全体の収益力こそが重要であり，それを全従業員でシェアす
る傾向が見て取れる。
　他方，非財務的 KPI 目標の達成度や行動評価までが対象となる企業も一部
上場企業，マザーズ上場企業の両方で30％を超えている。インセンティブとし
てのボーナスがどのように使用されているかについては，もう少し詳しく調査
をする必要があると思われる。
一部 マザーズ
① 予算の達成度は賞与にほとんど反映されない。賞与に
反映されるのは会社全体の目標達成度のみである
31 17.1％ 5 31.3％
② 予算の達成度は賞与に反映されるが，会社全体の財務
目標達成度による部分とプロフィット・センターの財
務目標達成度による部分がある
87 48.1％ 6 37.5％
③ 予算の達成度は賞与に反映されるが，会社全体の目標
達成度による部分とプロフィット・センターの目標達
成度による部分がある。さらに，非財務的 KPI 目標
の達成度も反映される
19 10.5％ 2 12.5％
④ 予算の達成度は賞与に反映されるが，会社全体の目標
達成度による部分とプロフィット・センターの目標達
成度による部分がある。さらに，非財務的 KPI 目標
の達成度や行動評価も反映される
44 24.3％ 3 18.8％
181 16
15．結論
　脱予算経営の提唱者が主張するように，予算管理システムは廃棄されるべき
なのか。この問に答えることが筆者の数年来の課題である。日本企業のいくつ
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かを見る限り，予算を廃止した企業は存在しているし，予算という用語を使用
していない企業も一定数存在することは分かっていた。今回の調査において東
証一部上場企業の約１割の企業およびマザーズ上場企業の1/4がそのような状
態にあることが確認できた。他方で，大多数の企業は未だ予算管理システムを
使用し続けている。この状況で推測できることは，企業は予算管理システムに
不満を感じていながらも代替するシステムがないため，それを使用し続けてい
るのか，あるいはその不満を解消するための何らかの工夫をしているのではな
いかということであった。現実に，日本企業では東証一部上場企業の６割，マ
ザーズ上場企業の４割が，様々な工夫をしていて，予算管理システムの有用性
水準を保っていることを示している。一部上場企業の割合が大きいのは，企業
の存続年数が長くなることで，様々な工夫をする時間があったからであると推
測できる。このことは，マザーズ上場企業の半数近くの企業が予算管理システ
ムについて不満であるが代替するものがないため仕方なく使用しているとして
いる状況にも通じている。
　本調査で確認した取り組みは３つある。第１に，ストレッチな目標を設定す
るために，固定的目標ではなく相対的目標を使用するという点である。目標値
をストレッチに保つ工夫については，伝統的な上司が部下に対して指導を行う
といった点にとどまっており，相対的業績やリーグテーブルの活用について
は，まだ浸透しているとは言い難い状況である。相対的業績については KPI
の選定や比較対象を決定することが難しいなどの点があげられているが（清
水，2013），いわゆる固定的目標（あるいは固定業績契約）の弊害をなくすた
めには導入が望まれる点である。
　第２に，計画実行段階における予測の活用である。売上高の予測が困難な場
合に，いかに計画を適切に保つのか，また，目標の実行を確実にするのか。一
般に，予測期間が長くなるほど予測の信頼性も低くなるため，対処方法として
は，売上高の予測の頻度を上げて，それに基づいて早期にアクション・プラン
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の修正や追加を行う他はない。調査では，こうした取り組みの他，予測と目標
が乖離した場合は，目標自体の見直しを情報にも下方にも行うなど，ローリン
グ予測や継続的な計画策定といった脱予算経営のアイデアが多数盛り込まれて
おり，予算管理システムを有効に保つ工夫がなされていることが確認された。
従来の調査では，予算の見直しが行われていることはわかっていたが⑹，予測
と見直し，とくに予測が予算目標よりも高い場合と低い場合に分けて予算目標
を変更するか否かという点については，今回の調査で初めて明らかになった。
Lorain（2010）が指摘しているように，ローリング予測は予算管理システムを
相当程度改善する。今回の調査では，完全に「ローリング」予測ではなく，必
ずしも年度を超えた予測が行われているわけではないが，多くの企業が定期的
に予測を行い，それに基づいて何らかのアクションの立案につなげていること
が明らかになっている。
　最後に，負の行動を防ぐ仕組みとして，報酬について考察した。成果報酬的
な賞与については，もっぱら個人の業績ではなく全社業績あるいは事業部業績
と連動しているため，予算の問題点は顕在化していない。この点も，Bogsnes
（2009）の主張が取り入れられている。
　総合すると，脱予算経営における主張点のうち，ローリング予測と継続的な
計画策定および賞与におけるホリスティック・アプローチについては，日本企
業に導入されていると言える。他方，相対的目標によるストレッチな目標設定
については未だ主流をなしてはいない。このように，日本企業においては，予
算管理システムに対する改善をしていたり（ローリング予測および継続的な計
画策定），報酬システムが強い成果主義に支配されていないため，予算管理シ
ステムを有効な水準に維持できているものと考える。
　他方で，今回の調査においては，正の行動を導いたり競争を重視する思想な
─────────────────
⑹　最近の例では，川野（2014，p.74）では，予算見直しの有無と見直しの単位について述べている。
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どに関する文化的背景およびセルフ・コントロールを行うための仕組みについ
ては明らかにできなかった。とりわけ，組織行動に大きく影響を与えると思わ
れる文化的なコントロールは，近年注目される点である。どのような文化が適
切なのか，どのようにそれを醸成すべきなのかといったマネジメント・コント
ロールにおける文化コントロールについては，今後も継続して研究すべき課題
である。
　本稿は，財団法人メルコ学術振興財団の研究助成を受けた研究成果の一部で
ある。同財団の支援に感謝申し上げる。
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